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１．研究背景と目的 

近年，観光とまちづくりの連携による「観光まちづくり」の地域活性化手法が注目されている．とりわけ地

方中小都市においては，中心市街地の衰退や都市機能の郊外化等の問題が進んでいる中で，観光客の来訪によ

る地域経済の活性化が注目されており，多くの自治体が施策を打ち出している．まちづくり施策では 2006 年

に中心市街地活性化基本法(以下：中活法)が施行された．同法は自治体が指定した中心市街地内において，活

性化のための事業を行い，地域活性化に寄与する事を目的としている．特徴としては，おおむね 5 年以内に達

成できる様な計画を策定する必要があり，また進捗状況を定量的に評価できるように目標達成指標(以下：目

標指標)が各自治体で複数設定されている．さらに，認定された年からフォローアップとして設定した目標指

標の最新値を測定するとともに、同指標に寄与する事業の進捗状況について報告する義務が存在する．目標指

標の中には，中心市街地区域の観光系施設の入込客数の増加等観光に関連したものが存在しており，観光とま

ちづくりの連携施策に関する 1 指標として捉える事ができる．そこで本研究では，中活法認定都市の設定した

指標において，観光関連指標を抽出しフォローアップ報告書を用いて達成状況を把握・分析するとともに，指

標達成に係る事業の進捗状況を調査し，当該指標の成否要因に関する基礎的な知見を得る事を目的とする． 

２.中活計画の認定状況と対象地域の概要 

 本研究では，平成 24 年 10 月現在で中活計画の認定

を受けた 106 都市(地区)のうち，平成 21～23 年のフォ

ローアップ報告を少なくとも1つ以上行った87箇所を

対象として分析を行う事とする．人口規模別に都市(地

区)の分類を行った中活計画の認定状況の概要を図 1

に示す．20-50 万人の都市が最も認定が多く 33 存在し

た．また，50 万人以上の都市は千葉市，名古屋市等の

3 大都市圏内の政令指定市も認定を受けている事が確

認できる．20 万人以上の認定都市は 46 都市であり，

全認定の約半数を占めている現状である． 

３．対象地域の目標指標の設定現況と観光関連指標の定義 

 観光関連指標の定義を行うために，対象地域の指標を全て収集し内閣府

のフォローアップ取りまとめを参考にして指標の分類を行った．最も多く

設定されているのは通行量で 108 であり，対象地域が 87 箇所のため 1地域

で 2 つ以上設定している事が明らかとなった．次いで居住人口，施設入込

客数，販売額等の順に多い．空き店舗，公共交通機関利用は設定数が比較

的少ない事が明らかとなった．観光に関する指標として，本研究では施設

入込客数の観光施設に関する入込客数，その他の宿泊客数に関する指標及

び観光に関する指標(中心市街地内の観光客数等)を観光関連指標として定

義する．公共施設のうち文化施設は美術館・博物館等も含まれているため例外として対象に含めた． 
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４．分析方法と各指標の定義 

 本研究では，達成状況を把握・分析するために，海道ら 2)が定義した指標を用

いる事とする．さらに，目標達成の進捗状況を量的に把握するために，本研究で

独自に作成した水準達成率・事業達成率を用いる．また，これらの指標は全て目

標指標に関するものである．基準値は計画提出前に測定した値であり計画期間内

に達成する事を目的とした値が目標値である．最新値はフォローアップ報告に記

載されている進捗状況を測定した数値である．趨勢値は施策を実施しない際の将

来予測値であり，算出方法は各自治体によって異なる．設定水準は基準値に対す

る目標値の比率である．指標改善効果は最新値を基準値で除する事により算出し，

現状の改善効果を示す．水準達成率は設定水準に対する指標

改善効果の達成度を定量化，事業達成率は事業の進捗状況を

測るための指標である． 

５．観光関連指標の達成状況 

 観光関連指標の指標改善効果と設定水準について整理し

たものを表 3に示す．施設入込では千葉市が指標改善効果・

設定水準ともに最も高くそれぞれ 6.90，5.56 であり，他都

市と比べ非常に高い値となっている．次いで熊本市が 1.93

であり，水準達成率は 59.0%と最も高い結果となっている．

一方，水準達成率が 0 より小さいものは 14 都市と多く，伊

丹市が-47.2%である．宿泊客では，藤枝市で

指標改善効果・設定水準・水準達成率が最も

高く 2.96 である．  

６．成否要因に関する分析 

 指標達成の成否要因を明らかにするため

に，水準達成率を目的変数として重回帰分析

を行った．結果を表 4に示す．説明変数は事

業達成率，支援措置ダミー，設定水準の 3変

数である．サンプル数は説明変数のデータを

有する 12事業とした．重相関係数が 0.779，

自由度調整済決定係数が 0.696 であった．ま

た事業達成率がもっとも相関が高く，次いで

支援措置ダミー(変数)，設定水準であった．

本分析の確認を行うために，施設入込客数に

おいて水準達成率が最も高い熊本市と，3番

目に低い宝塚市を対象として比較分析を行

った．結果を表 5に示す．事業についてはフォローアップ記載の各指標に寄与すると位置づけられた事業のみ

扱うものとする．熊本市は熊本城本丸整備や城周辺に観光交流施設等を整備しており，事業の全てに支援措置

が与えられている．宝塚市は全ての事業が未達成であり，事業達成率が 50%以下である事が明らかとなった． 

７．結論 

 観光関連指標の目標達成状況の把握では，施設入込では 7都市，宿泊客では 1都市のみが目標達成を行って

いた．成否要因に関する分析では，事業達成率が最も水準達成率に寄与し，次いで支援措置の有無であった．

熊本市では全ての事業で支援が受けられたが宝塚市では 1事業のみであり，全ての事業が未達成であった． 
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